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この記事につい

てのお問い合わ

せは西村までお

気軽にどうぞ。 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

弁護士法人デイライト法律事務所は、労務、ビジネス関連のニュースや当事務所の近況などを、ニュー

スレターとして不定期にお送りさせていただいております。四季折々のお手紙としてご理解いただき、当事

務所の近況やご挨拶のほか、企業法務に携わる方に少しでもお役に立てる情報となれば幸いです。 

 

今月の内容 

●日テレ採用内定取消し訴訟―採用内定について 

●改善しない離職率―人材確保のための施策 

●季節は秋から冬へ  

●日テレ採用内定取消し訴訟―採用内定につ

いて 

 

 今月に入って，日本テレビのアナウンサーとし

て内定を受けていた女子大学生が，日本テレビ

を提訴しました。 

銀座のクラブでホステスとしてアルバイトをし

ていたことを理由として，内定を取り消されたこ

とについて，日本テレビ側の取消処分が不当で

あるというのが，提訴の主な理由とのことです。 

 

〇内定とは 

 

 内定という言葉は，みなさんよく耳にされてい

ると思いますが，内定は法律上どのような性質

のものなのでしょうか。以下では，大学生を念

頭において説明します。 

 

 大学生は，卒業後の仕事先を確保するため

に就職活動を行います。そして，希望していた

企業から内定をもらえば，卒業後は，その企業

に正式に入社して，勤務を開始するのです。 

 

 つまり，内定とは，将来的に当該企業で就労 

することが予定された大学生と企業との間

の約束であるといえます。 

 

 この点に関して，過去には内定の法的性質

について様々な見解が主張され，議論されて

いましたが，現在では就労の開始時期（始期）

が定められており，解約権が留保された労働

契約であると考えるのが一般的です。 

 

 つまり，内定は労働契約の成立を意味して

いるので，企業側がこれを自由に取り消すこ

とは許されないのです。 

 

 もっとも，内定者が大学を卒業ができなか

った場合には，そもそも予定していた時期に

入社することが不可能となるので，企業側は

留保されている解約権に基づいて，解約する

ことができるということになります。 

 

 問題はどのような場合に，企業側が解約権

を行使して，内定を取り消すことができるの

かということです。 

Page1 

mailto:info@daylight-law.jp


 

ｄふぁｆだｆｆだふぁふぁ fdafdafdad 

dfaddafafdfa 

     ２０１４年１１月号 

ＤＡＹＬＩＧＨＴ ＴＩＭＥＳ 
            経営者・法務担当者のためのニュースレター 

 

 

 

 〇内定取消しに関する考え方 

 

 内定取消しに関して，実務上は以下の２点

を満たす必要があります。 

 

 客観的合理性 

 社会通念上の相当性 

 

 この２つの要件は，解雇の際に要求されて

いる要件（解雇権濫用法理）を踏まえて求め

られています。 

 

 したがって，「提出した書類に虚偽があっ

た」という内定取消事由も，その文言どおり

には受け入れられず、虚偽記入の内容・程度

が重大なもので、それによって従業員として

の不適格性あるいは不真義性が判明したこ

とを要すると解されます。 

 

 もっとも，実際に働いている人の契約を終

了させる解雇に比べると内定の取消しに要

求される合理性や相当性のレベルは高くは

ありません。 

 

○今回のケースの判断 

 

 報道によれば，今回の女子大生は，内定を

得た後に，銀座のクラブでのホステスとして

のアルバイト経験を日本テレビ側に申告し

たとのことです。 

 

 日本テレビ側は，このアルバイト経験の不

申告が経歴詐称，虚偽申告に当たると主張し

ていると思われます。 

 

 上述のとおり，経歴詐称があったことを理

由に直ちに内定取消しが認められるという

ことは決してありません。虚偽申告の内容や

当該職業に与える影響等を考慮して，客観的

合理性と社会的相当性を満たすか検討する

ことになります。 

 例えば，バスの運転手やタクシー運転手な

どの場合，免許を持っているだけでなく，一

定の運転技能が必要です。したがって，過去

の違反歴といった事実に虚偽があった場合

には，その事実は重要な経歴に関する詐称と

いいやすいでしょう。 

 

 このように，今回のケースのポイントは，

女子アナウンサーという職業において，過去

のホステスのアルバイトという経歴がどれ

ほど影響するかという点です。 

 

 女子アナウンサーというのはテレビ界で

は花形で，一般の視聴者に対しても清楚，ク

リーンなイメージを求められる職業で，会社

員とはいえ，芸能人のような特殊性がある職

業です。過去にも，女子アナウンサーは男性

との交際写真が出回るなどのスキャンダル

がその後のキャリアに影響してしまったケ

ースもあります。 

 

 日本テレビとしてもホステスという職業

に対するマイナスイメージ（夜の仕事）を踏

まえての対応だったのでしょうが，訴訟にま

でなってしまい，マスコミ報道が過熱してし

まっており，影響は大きいといえます。 

 

○内定取消しが認められない場合の法的リ

スク 

 

 内定の取消しが認められない場合，労働契

約が維持されているということになります

ので，内定者が入社を希望すれば，企業とし

ても受け入れざるを得ないことになります。

また，仮に訴訟などで内定の取消しが認めら

れないということになれば，結論が出るまで

の賃金や慰謝料の支払いを命じられる可能

性もあります。下記のサイトをご覧下さい。 

http://www.fukuoka-roumu.jp/110/11050

/11050003/ 
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 ただし，今回のケースのように訴訟にまで

発展すると，内定者側としても入社して企業

内で何も無かったように働けるかという問

題が生じるため，金銭的な解決という方向に

進むことが多いです。 

 

大学生の内定取消しの場合，取消しの時期

によっては，その年に再度就職活動をして，

他社から内定をもらえない可能性もあり，賠

償額が高額になることもありえます。 

 

 したがって，内定取消しはできる限り回避

するべきですし，採用に当たって，面談を重

ねるなどして，できるだけ内定者の人間性を

把握するような選考方法を検討する必要が

あります。 

 

 採用内定については，弊所ＨＰにも掲載し

ていますので，そちらもご確認下さい。 

http://www.fukuoka-roumu.jp/110/11050

/index.html#001556 

 

 また，内定に関する書式は弊所ＨＰの書式

集を参考にしてください。 

http://www.fukuoka-roumu.jp/292/29200

5/292005001/ 

 

 

●改善しない離職率―人材確保のための施

策 

 

 先日，２０１１年に大学を卒業した社会人

の失業率に関する厚労省の調査結果が明ら

かとなりました。これによると，３年以内の

離職率は３２．４％と，前年の３１％，２年

前の２８．８％に比べ，悪化している状況で

す。 

 

○深刻な飲食業界 

 

 上記の数字は，全業種を対象としたもので

すが，業種別に見ると，以下のような状況で 

 

 情報通信業  ２４．８％ 

 小売業    ３９．４％ 

す。 

 

 情報通信業  ２４．８％ 

 小売業    ３９．４％ 

 宿泊，飲食業 ５２．３％ 

 

 このように，とりわけ飲食業界の数字は他

の業界に比べて突出しています。実に２人に

１人は３年以内に退職しているということ

になります。 

 

 この結果について，原因を特定することは

難しいですが，飲食業界が長時間労働，深夜

労働を理由とする過労死やサービス残業と

いった問題について多く報道されていると

いう現状が影響していると思われます。 

 

 すなわち，飲食業界＝ブラック企業が多い

というイメージが根付いてしまっているの

ではないでしょうか。 

 

○対応策 

 

 この問題については，当該企業の職場環

境，賃金形態や福利厚生といった労働条件が

とても重要なこというまでもありません。 

 

 しかしながら，入社前にも早期離職を防ぐ

方法はあります。 

 

 すなわち，内定段階で，内定者研修を行い，

その研修の中で職場での勤務を実際に体験

してもらったり，社員と話す機会を設けたり

するという方法です。 

 

 早期離職者の多くは，入社してから「こん

なはずじゃなかった」といって，当初の予測

と現実との違いを理由に退職を考え始めま

す。 

 

 もちろん，当初思い描いていたイメージと

実際の職場環境が全く同じということは少 

 

 しかしながら，少しでもそのギャップを埋
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なく，ギャップが生じてしまうことは完全に

は避けられません。 

 

 しかしながら，少しでもそのギャップを埋

めるためには，先程のような入社前の対応が

効果的でしょう。 

 

 また，入社試験に独自の施策を導入してい

る企業も出てきています。インターネット動

画配信サービスなどを行う，ドワンゴは，昨

年に引き続き，首都圏の入社試験受講者に対

して，受験料として３０００円の費用負担を

求めることとしています。 

 

 この施策をめぐっては，今年に入って，厚

労省がドワンゴの請求する受験料が採用活

動の対価とはいえない可能性があるとして，

今年の実施をしないように求める行政指導

を出していました。 

 

 ドワンゴは，この指導を受けて，１次試験

に要するコストの半分を受験者負担とする

という修正を加え，受験料制度を維持してい

ます。 

 

 ドワンゴの施策には，賛否両論があるとこ

ろですが，ドワンゴによると，応募者数はそ

れまでの３割から半分に減少したものの，内

定者数は同様に確保でき，辞退者が大幅に減

ったということです。 

 

 こうした入社試験における工夫も高齢化

で労働者人口が減少する状況において，人材

を確保する方法ではないでしょうか。 

 

 採用にはコストがかかるので，有料求人媒

体なども利用し，先程の体験入社といった研

修も行って，労働者と企業との間のミスマッ

チを防ぎ，長く活躍してくれる人材を見つけ

ていただきたいと思います。 

●季節は秋から冬へ 

 

 １１月も終わり，今年も残すところあと１

か月となりました。今年は，弊所にとっても，

小倉オフィスの開設など，内容の濃い１年と

なりました。 

 

 １１月に入って，季節はすっかり秋から冬

へと移り，朝夕は一段と寒さが厳しくなって

います。そんな中，先日福岡県朝倉市にある

キリンビール福岡工場に行ってきました。 

 

 この工場では，敷地内に何と１０００万本

ものコスモスが植えられており，１０月中旬

から１１月上旬頃まで秋の風物詩であるコ

スモスを楽しむことができます。 

 

 

 

 私は初めて行ったのですが，広大な敷地に

白や紫，ピンクといった色鮮やかなコスモス

が咲き乱れており，とてもきれいで感動しま

した。本当はビールも飲みたかったところで

すが，車で行っていたため，我慢しました。 

 ５月にはポピーが満開になるそうで，そち

らも見物だそうです。皆様も一度，足を運ば

れてみてはいかがでしょうか。 

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで 

西村 裕一 

電話番号: 093‐513‐6161 

e-mail：info@daylight-law.jp 
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